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現地便り

昨年３月に改定された「農林水産研究基本計
画」では、「地域条件に応じた高収益性水田営農
システムの確立」「地域の強みを活かし、持続性
のある中山間水田営農システムの確立」など、生
産現場等が直面する課題の速やかな解決のための
研究開発を重点的に推進することとしました。こ
れに沿って、営農システム確立のための研究を推
進する上では、技術の経営評価が重要となります。

このためには、個々の技術のコストや収益性に
とどまらず、経営体の経営目標に照らした経営全
体としての効果を明らかにするとともに、その導
入条件を明らかにすることが重要です。宇都宮大
学の安藤教授は、今号の巻頭言で、「体系的・総
合的観点から経営全体として」評価し、併せて「経
営外部の社会経済的環境との整合性の吟味が必

要」と述べておられますが、重要な指摘と考えま
す。

さて、今号の成果紹介のうち、「搾乳牛放牧の
有無別にみた北海道酪農経営の特徴」は、牛乳生
産費調査の個票組換え集計の結果から、放牧酪農
の収益性、労働時間、生乳生産、土地利用等につ
いて分析し、低投入で舎飼経営と同等の経営成果
を上げている等の放牧酪農の特徴を明らかにする
とともに、購入飼料や資材価格の変動リスクの低
減を可能とすることを指摘しています。また、「酵
素剥皮技術で加工した温州ミカンの市場受容性」
では、食品加工用酵素剤を用いた果実のむき身を
製造する「酵素剥皮技術」について、食味試験と
Webアンケートによる消費者調査の結果を紹介し
ています。　　　　　　　　　　　　（仁平恒夫） 
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平成28年1月1日　印刷・発行
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ツール・事例編

新規就農指導支援
ガイドブック
－新規参入者の円滑な経営確立をめざして－

農研機構 経営管理技術プロジェクト

はじめに

農研機構 経営管理技術プロジェクトでは、近年、新たな動きとして注目されている新規就農

者への支援方策や経営確立に資するツール開発に関する研究を進めています。

先に、公表した「新たな農業経営者をめざして―新規参入の 3 つの方式とポイント―」（2011

年）においては、おもに独立就農や第三者継承、フランチャイズ就農など 3 つの方式別のポ

イントを整理しました。

この間、新規就農希望者向けの就農ノウハウ情報は多数みられるようになりましたが、その

一方、青年就農給付金など新規就農支援制度が本格的に開始される中で、地域において実際

の新規就農者の受け入れに関係する支援機関においては、新規就農者の確保、定着、さらに

は経営確立に向けた取り組みが、これまで以上に重要になってきています。

そこで、今回、われわれが蓄積してきた調査データや研究成果を基に、新たに、新規就農者

を支援する指導支援機関を主な対象とした「新規就農指導支援ガイドブック（ツール・事例

編）」をとりまとめました。分冊である「新規就農指導支援ガイドブック（手引き編）」とあ

わせて、ご活用いただければ幸いです。

指導支援機関の方々にとって、地域において新規就農支援方策を検討する際にご活用いただ

き、新規就農支援業務の一助になれば幸いです。

2015 年 3 月

独立行政法人 農業・食品産業技術総合研究機構

経営管理技術プロジェクトリーダー　迫田  登稔



つくば

● ● ●

●

●●

●

●

●

●

● ●

●●

●
●

●
●

●

国際農林水産業
研究センター

種苗管理
センター

生活技術研修館

技会筑波
事務所

農業環境技術
研究所

森林総合
研究所

農林交流
センター

農業生物資源研究所

農林団地中央

上横場交差点 榎戸交差点

観音台2丁目

上横場東

花き研究所 果樹研究所

農村工学
研究所

作物研究所

動物衛生研究所

畜産草地
研究所中央農業総合研究センター

野菜茶業研究所
（つくば野菜研究拠点）

本部

つくば
リサーチギャラリー

食品
総合研究所

農業生物資源研究所
（大わしキャンパス）

354

408

6

サ
イ
エ
ン
ス
大
通
り

つ
く
ば
エ
ク
ス
プ
レ
ス

圏
央
道

谷田部I.C

つくばJCT

常磐自動車道

BUS

みどりの駅

牛久駅
至秋葉原

至土浦

至筑波山

至東京

至水戸

JR
常

磐
線

至つくば

つくば牛久I.C

シンボル
タワー

●農大校

野菜茶業研究所

生物系特定産業
技術研究支援センター

九州沖縄
農業研究センター

近畿中国四国
農業研究センター

東北
農業研究センター

北海道
農業研究センター

本部

●JR常磐線　牛久駅
　路線バス：牛久駅西口から関東鉄道バス、
　「つくばセンター」「筑波大学病院」
　「谷田部車庫」「生物研大わし」ゆき
　のいずれかに乗車（約20分）→
　「農林団地中央」下車→徒歩約5分
●つくばエクスプレス　みどりの駅
　シャトルバス（平日のみ）みどりの駅から
　関東鉄道バス「谷田部車庫・農林団地中央・榎戸」
　に乗車（約15分）→
　「農林団地中央」下車→徒歩（約5分）
●つくばエクスプレス　つくば駅
　つくバス「南部シャトル」
　つくばセンター2番のりばからつくバス
　「茎崎窓口センター」に乗車（約20分）→
　「農林団地中央」下車→徒歩（約5分）

●自動車
　常磐自動車道　谷田部I.Cより約5km
　圏央道　つくば牛久I.Cより約4km

交通機関

鉄道＆路線バス

自動車

〒305-8666 茨城県つくば市観音台3-1-1　
TEL.029-838-8481　FAX.029-838-8484　http://www.naro.affrc.go.jp/narc/中央農業総合研究センター

国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構

農村工学研究所 食品総合研究所

畜産草地研究所 動物衛生研究所

果樹研究所 花き研究所

中央
農業総合研究センター

作物研究所


